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事 務 連 絡 

令和４年１月 12日 

 

 都 道 府 県 

各 保健所設置市 衛生主管部（局） 御中 

  特 別 区 

 

 

厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部 

 

 

オミクロン株の感染流行に対応した 

保健・医療提供体制確保のための更なる対応強化について 

 

 今般、令和４年１月９日からまん延防止等重点措置を実施している広島県、山

口県、沖縄県をはじめ、全国的にオミクロン株の流行により新型コロナウイルス

感染症患者が増加傾向にあります。 

 「オミクロン株の感染流行に備えた検査・保健・医療提供体制の点検・強化の

考え方について」（令和３年 12月 22日付け厚生労働省新型コロナウイルス感染

症対策推進本部事務連絡）及び「オミクロン株の感染流行に備えた地域の医療機

関等による自宅療養者支援等の強化について」（令和３年 12月 28日付け厚生労

働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部事務連絡）によりオミクロン株に

よる感染拡大が生じた場合に備えた体制整備の点検・強化について連絡をし、１

月 12日に厚生労働省ホームページにおいて各都道府県の点検・強化結果を公表

しました。 

 この点検・強化結果も踏まえ、更なる対策を推進するとともに、陽性者の急増

に対応する保健・医療提供体制を確保するため、下記の取組をお願いします。 

 

記 

 

１．保健・医療提供体制確保のための更なる対策 

（１）健康観察・診療体制の更なる確認 

○ まん延防止等重点措置を実施している広島県、山口県、沖縄県をはじめ、全

国的に感染者が急増しており、令和３年 11月末に各都道府県においてとりま

とめた「保健・医療提供体制確保計画」（以下「計画」という。）の想定以上に

自宅療養者が急増しても健康観察・診療が実施できる体制となっていること
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が必要である。 

今般の点検・強化において、以下の点など自宅等の療養体制の整備が確認さ

れたところであるが、感染者が急増する可能性を踏まえ、自宅療養者の健康観

察・診療を行う医療機関数の更なる拡大を行うこと。 

・経口薬について、医療機関間の連携により診断の当日ないし翌日での投与可

能な体制を確保していること 

・陽性判明当日ないし翌日に療養者に連絡をとり、健康観察やオンライン診

療・訪問診療等ができる体制を確立していること 

・パルスオキシメーターを自宅療養開始当日ないし翌日に配布すること 

 

○ 特に、全ての陽性判明者に効率的な健康観察を行うため、My HER-SYSや自

動架電等を活用すること。 

 

○ 加えて、保健所や地域の医療機関のみで健康観察・診療を行うことが困難と

なる可能性も視野に入れ、都道府県等による一元的に実施するフォローアッ

プセンター（委託方式を含む。）の設置やその強化についても検討すること。

その際、診断を行う診療・検査医療機関や、症状悪化時に治療が必要となった

場合の健康観察・診療医療機関とフォローアップセンターとの連携が確実に

行われる体制とすること。 

 

○ 保健所が行っていた入院調整業務の都道府県調整本部の一元化等、感染拡

大時においても療養先の種別の決定や入院・入所調整を速やかに行う方法に

ついて改めて確認を行い、都道府県調整本部、保健所、消防機関、医療機関等

の連携が機動的に行われるような体制とすること。 

  なお、必要に応じて、フォローアップセンターとの緊密な連携を行うこと。 

 

○ パルスオキシメーターについては、庁内の在庫数や感染が急拡大した場合

の必要台数を改めて精査すること。その上で、不足が見込まれる場合には、速

やかに調達を進めるとともに、仮に調達が困難な場合には厚生労働省におい

て供給可能な企業を紹介する用意があるので、まずは厚生労働省新型コロナ

ウイルス感染症対策本部医療班へ連絡願いたい。 

また、感染者が急増する可能性を踏まえ、配布する際は１家庭に 1台とする

など、効率的な運用に配慮いただき、確実な配布を図られたい。 

 

（２）病床のフェーズの引上げ 

○ 感染急拡大が確認されている地域では、既に計画における確保病床のフェ
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ーズの引上げや要請から即応化するまでの期間の短縮を行っていただいてい

るところであるが、感染拡大が非常に急速である可能性を念頭に置き、医療機

関と緊密に連携し、あらかじめ都道府県から感染状況や想定される即応化の

時期等の共有を行うこと、確保病床稼働の準備の開始について依頼をするこ

と等を進め、都道府県が要請してから確保病床が即応化するまでの期間を１

週間程度に短縮する等、即座に稼働できる体制とすること。 

 

（参考） 

・「オミクロン株の感染流行に備えた検査・保健・医療提供体制の点検・強

化の考え方について」（令和３年 12 月 22 日付け厚生労働省新型コロナウ

イルス感染症対策推進本部事務連絡） 

 https://www.mhlw.go.jp/content/000870904.pdf 

・「オミクロン株の感染流行に備えた地域の医療機関等による自宅療養者支

援等の強化について」（令和３年 12 月 28 日付け厚生労働省新型コロナウ

イルス感染症対策推進本部事務連絡） 

 https://www.mhlw.go.jp/content/000875187.pdf 

 

 

２．病床の確保状況・使用状況等の「見える化」について 

（１）国が公表する病床の確保状況・使用状況等の公表頻度変更について 

○ 「新型コロナウイルス感染症対策に係る病床の確保状況・使用率等の「見え

る化」について（協力依頼）」（令和３年 11月 19日付け厚生労働省新型コロナ

ウイルス感染症対策推進本部事務連絡）により、都道府県の病床確保計画上、

確保病床として位置付けられた病床を有する医療機関（以下「対象医療機関」

という。）における確保病床数、即応病床数、入院中患者数について、令和３

年 12月 22日に、国において対象医療機関ごとに公表した。 

  同事務連絡において、「感染拡大の状況によっては、調査対象日や公表頻度

について変動する可能性がある」旨連絡したところであるが、今般、オミクロ

ン株の感染が急拡大している地域があり、全国的にも感染者数が増加傾向に

あることから、令和４年１月分の公表から、以下のとおり公表頻度を月２回に

変更するのでご了知願いたい。 

① 各月の第１水曜日（令和４年１月５日（水））時点の各対象医療機関の公

表対象情報を、当該月の中下旬（１月中下旬）に公表 

② 各月の第３水曜日（令和４年１月 19日（水））時点の各対象医療機関の公

表対象情報を、当該翌月の上旬（２月上旬）に公表 
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（参考） 

・「新型コロナウイルス感染症対策に係る病床の確保状況・使用率等の「見

える化」について（協力依頼）」（令和３年 11月 19日付け事務連絡） 

 https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000857303.pdf 

 

○ また、これまでも地域の医療関係者間でリアルタイムで受入可能病床情報

の共有を行う Web システムを構築することが重要である旨をお示し、各都道

府県においてシステムが構築されているが、迅速な入院調整のため、医療機関

同士で、確保病床の使用（稼働）状況等を共有・把握できる仕組みを徹底する

ため、各都道府県においては、各医療機関において、医療機関間で情報を共有

することについて理解を得て、毎日、迅速にシステムへの入力を確実・迅速に

行うことを改めて確認・徹底すること。 

 

 

３．感染流行状況に基づく対応について（再周知） 

（１）医療従事者である濃厚接触者に対する外出自粛要請への対応 

○ 医療従事者については、これまでも「医療従事者である濃厚接触者に対する

外出自粛要請への対応について」（令和３年８月 18 日付け一部改正厚生労働

省新型コロナウイルス感染症対策推進本部事務連絡）により、同事務連絡の以

下の要件及び注意事項を満たす限りにおいて、医療に従事することは不要不

急の外出に当たらず、勤務することは可能である旨お示ししてきたところで

あり、感染急拡大が生じている地域において適切な保健・医療提供体制を確保

するため、あらためて留意すること。 

【要件】 

・他の医療従事者による代替が困難な医療従事者であること。 

・新型コロナウイルスワクチンを２回接種済みで、２回目の接種後 14 日間経

過した後に、新型コロナウイルス感染症患者と濃厚接触があり、濃厚接触者

と認定された者であること。 

・無症状であり、毎日業務前に核酸検出検査又は抗原定量検査（やむを得ない

場合は、抗原定性検査キット）により検査を行い陰性が確認されていること。 

・濃厚接触者である当該医療従事者の業務を、所属の管理者が了解しているこ

と。 

（参考） 

・「医療従事者である濃厚接触者に対する外出自粛要請への対応について」

（令和３年８月 18 日付け一部改正厚生労働省新型コロナウイルス感染症

対策推進本部事務連絡） 

https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000857303.pdf
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 https://www.mhlw.go.jp/content/000819920.pdf 

 

（２）入院から自宅療養・宿泊療養への移行等について 

○ これまでもお示ししてきたとおり、感染症の予防及び感染症の患者に対す

る医療に関する法律（平成 l0年法律第 l14号）に基づく入院及び自宅療養・

宿泊療養においては、いわゆる退院基準を満たす以前でも、入院患者が医師に

入院治療の必要ない軽症であると判断された場合等には、転院のみならず自

宅療養・宿泊療養に移っていただいて必要に応じて適切な健康管理を行って

いくことで対応することは可能である。一方、自宅療養・宿泊療養中の患者に

ついて、必要に応じて自宅療養・宿泊療養から入院に移っていただくことも可

能である。 

上記の点について、積極的に検討いただくとともに、こうした医療機関での

治療が必要な状態ではない患者を自宅療養や宿泊療養施設で受け入れる際は、

移送（搬送）体制や、その後の自宅・宿泊での健康観察体制の確保が重要であ

ることから、改めて関係部署・地域の医療関係者においては取扱いに留意する

とともに、地域の体制を確認・整備を行うこと。 

（参考） 

・「新型コロナウイルス感染症の医療提供体制の整備に向けた一層の取組の

推進について」（令和３年２月 16日付け厚生労働省新型コロナウイルス感

染症対策推進本部事務連絡） 

 https://www.mhlw.go.jp/content/000740121.pdf 

 

・「入院から自宅療養・宿泊療養への移行等について（周知）」（令和３年８

月２日付け厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部事務連絡） 

 https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000857303.pdf 

 

 

以上 

https://www.mhlw.go.jp/content/000819920.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/000740121.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000857303.pdf

